
№ 資料名 頁 資料内記載内容 意見 回答

1 提案依頼書（案） 2
3.1
3.1.3

調達対象範囲
機構側で準備するクラウド環境の仕
様策定に係る情報提供

本件にて開発したシステムの稼動環境として機構にて
準備するクラウド環境（Microsoft社提供）の設定につい
て、稼働環境としての設定を行うために必要な情報提
供を行う等支援する。

提案依頼書の記載内容を以下のとおり変更すべきであると意見いたします。

本件にて開発したシステムの稼働環境として機構または請負者が準備する
クラウド環境の設定について、稼働環境としての設定を行うために必要な情
報提供を行う等支援する。
< 意見／質問の理由 >
各請負者がこれまでの実績等により得意とするクラウド環境において、より効
果的な次期システムの設計・開発を実施できるよう、公正な競争上の観点か
ら記載変更すべきであると考えます。
→また、ベンダを限定することとなる（Microsoft社提供）の記載は削除すべき
と考えます。

稼働環境としてのMicrosoft Azureの利用は、決定済です。

誤解が生じないように、提案依頼書（案）を修正します。

【修正文】
本件にて開発したシステムの稼動環境として、機構にて利用中のクラウド環
境（Microsoft Azure）の設定について、稼働環境として必要な情報提供を行
う等支援する。

提案依頼書（案） 2
3.1
3.1.3

調達対象範囲
機構側で準備するクラウド環境の仕
様策定に係る情報提供

本件にて開発したシステムの稼動環境として機構にて
準備するクラウド環境（Microsoft社提供）の設定につい
て、稼働環境としての設定を行うために必要な情報提
供を行う等支援する。

Microsoft Azureは、公衆網を経由するパブリックなクラウドサービスですの
で、情報管理の観点から、プライベートな環境の利用をお勧め致します。その
ため、Microsoft Azureに限定しない、クラウド環境での設定支援という記載
方法をお勧めします。

稼働環境としてのMicrosoft Azureの利用は、決定済です。

誤解が生じないように、提案依頼書（案）を修正します。

【修正文】
本件にて開発したシステムの稼動環境として、機構にて利用中のクラウド環
境（Microsoft Azure）の設定について、稼働環境として必要な情報提供を行
う等支援する。

2 提案依頼書（案） 7 6.1 事業者に係る要件
イ
ウ
エ

本件業務を実施する組織・部門が、

イ、ウ、エそれぞれ冒頭に「本件業務を実施する組織・部門が、」と記載がご
ざいますが、この冒頭の文言を削除していただけないでしょうか？
< 意見／質問の理由 >
社内で本件の提案主体となる組織調整をスムーズに実施する為。

請負者内の調整は、請負者内で適切に実施願います。

3 提案依頼書（案） 7 6.1 事業者に係る要件 ウ

本件業務を実施する組織・部門がISO/IEC27001又は
JISQ27001を基準とする情報セキュリティマネジメントシ
ステム認証を受けている、又はこれと同等の情報セ
キュリティマネジメントシステムを確立していること。

「本件業務を実施する組織・部門がISO/IEC27001又はJISQ27001を基準と
する情報セキュリティマネジメントシステム認証を受けている、もしくは認証を
受ける予定を示す事が出来る、又はこれと同等の情報セキュリティマネジメン
トシステムを確立していること。」への変更を検討頂きたい。

本要件は、入札時点で該当の要件を満たしていることを前提としています。
「認証を受ける予定」などの不確定要素は容認できません。

したがって、提案依頼書（案）のとおりとします。

4 提案依頼書（案） 8 6.1 事業者に係る要件 オ
学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事
務系システムの構築・導入実績を複数件以上有するこ
と。

提案依頼書の記載内容を以下のとおり変更すべきであると意見いたします。

複数校での合計学生数が3000人以上の国立高等専門学校を含む高等教育
機関において教務事務システムの構築・導入実績を複数件以上有すること。
< 意見／質問の理由 >
学生数が3000人以上の高等教育機関は1大学まはた学部数が多い大学に
限定されることから、学生総数（例：500人×10校等）を条件とする記載に変
更すべきと考えます。また、本調達案件においては最低限、国立高等専門学
校への実績を有する前提及び制約条件の記載に変更すべきと考えます。
→大学の実績では不十分であると認識しており、最低限1高専でも導入した
実績が必須であると考えます。

複数社からのご意見を踏まえ、要件を変更します。なお、複数拠点に利用者
が存在するシステムへの対応実績を追加で求めることで、今回のシステムへ
の対応能力を有することを判断します。

【修正文】
オ 学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事務系システムの構
築・導入実績を有すること。

カ 2つ以上の複数拠点を連携するシステムの構築・導入実績を有すること。

提案依頼書（案） 8 6.1 事業者に係る要件 オ
学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事
務系システムの構築・導入実績を複数件以上有するこ
と。

「高等教育機関において教務事務系システムの構築・導入実績を複数件以
上有すること。」への変更を検討頂きたい。

複数社からのご意見を踏まえ、要件を変更します。なお、複数拠点に利用者
が存在するシステムへの対応実績を追加で求めることで、今回のシステムへ
の対応能力を有することを判断します。

【修正文】
オ 学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事務系システムの構
築・導入実績を有すること。

カ 2つ以上の複数拠点を連携するシステムの構築・導入実績を有すること。

資料内項番

高専学生情報統合システム（入試・教務業務機能）の設計・開発業務委託に係る｢提案依頼書(案)｣・｢基本設計書(案)｣・｢選定基準書(案)｣に対する意見への回答一覧
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高専学生情報統合システム（入試・教務業務機能）の設計・開発業務委託に係る｢提案依頼書(案)｣・｢基本設計書(案)｣・｢選定基準書(案)｣に対する意見への回答一覧

提案依頼書（案） 8 6.1 事業者に係る要件 オ
学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事
務系システムの構築・導入実績を複数件以上有するこ
と。

3000人以上の大学、高専において3000人という人数はほぼ規模の大きな大
学等の実績がある業者に限定されると考えられるので、「大学、高専等
の高等教育機関においてのシステム開発、運用の実績が複数以上あること」
とするという記載に変更すべきと考えます。

複数社からのご意見を踏まえ、要件を変更します。なお、複数拠点に利用者
が存在するシステムへの対応実績を追加で求めることで、今回のシステムへ
の対応能力を有することを判断します。

【修正文】
オ 学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事務系システムの構
築・導入実績を有すること。

カ 2つ以上の複数拠点を連携するシステムの構築・導入実績を有すること。

提案依頼書（案） 8 6.1 事業者に係る要件 オ
学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事
務系システムの構築・導入実績を複数件以上有するこ
と。

学生数は12000人以上に修正することをご提案いたします。

複数社からのご意見を踏まえ、要件を変更します。なお、複数拠点に利用者
が存在するシステムへの対応実績を追加で求めることで、今回のシステムへ
の対応能力を有することを判断します。

【修正文】
オ 学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事務系システムの構
築・導入実績を有すること。

カ 2つ以上の複数拠点を連携するシステムの構築・導入実績を有すること。

提案依頼書（案） 8 6.1 事業者に係る要件 オ
学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事
務系システムの構築・導入実績を複数件以上有するこ
と。

この要件は、今回の調達に関して新たに挑戦しようとする企業は入札に参加
出来ないということでしょうか？
一般競争入札参加資格を有し、開発に係る要員についても有資格者の要件
を充足すれば、開発は可能と思われますので、新たに挑戦しようとする企業
の受け入れを何卒、容認していただけますよう強く要望いたします。

複数社からのご意見を踏まえ、要件を変更します。なお、複数拠点に利用者
が存在するシステムへの対応実績を追加で求めることで、今回のシステムへ
の対応能力を有することを判断します。

【修正文】
オ 学生数が3000人以上の高等教育機関において教務事務系システムの構
築・導入実績を有すること。

カ 2つ以上の複数拠点を連携するシステムの構築・導入実績を有すること。

5 提案依頼書（案） 8 6.2 要員に係る要件 ア

統括責任者として従事する者は、経済産業省の情報処
理技術者試験のプロジェクトマネージャー(PM)試験、又
はプロジェクトマネジメント協会(PMI)のプロジェクトマネ
ジメントプロフェッショナル(PMP)試験のいずれかの合
格者かつ経済産業省ITスキル基準(ITSS)に基づくプロ
ジェクトマネジメント－システム開発のスキル領域にお
いて、レベル４以上のスキルを有すること。

「統括責任者として従事する者は、経済産業省の情報処理技術者試験のプ
ロジェクトマネージャー(PM)試験、又はプロジェクトマネジメント協会(PMI)のプ
ロジェクトマネジメントプロフェッショナル(PMP)試験のいずれかの合格者を有
すること。」への変更を検討頂きたい。

本プロジェクトの統括責任者においては、ＩＴＳＳレベル４以上に相当するスキ
ルを有していることは必須と考えます。相当スキルを有している事を説明でき
ることが必要です。

したがって、提案依頼書（案）のとおりとします。

提案依頼書（案） 8 6.2 要員に係る要件 ア

統括責任者として従事する者は、経済産業省の情報処
理技術者試験のプロジェクトマネージャー(PM)試験、又
はプロジェクトマネジメント協会(PMI)のプロジェクトマネ
ジメントプロフェッショナル(PMP)試験のいずれかの合
格者かつ経済産業省ITスキル基準(ITSS)に基づくプロ
ジェクトマネジメント－システム開発のスキル領域にお
いて、レベル４以上のスキルを有すること。

「かつ経済産業省ITスキル基準（ITSS）に基づく、プロジェクトマネジメント－
システム開発のスキル領域において、レベル4以上のスキルを有すること。」
の部分が認定資格を有していることが条件でない場合はこのままで良いです
が、認定資格を有していることが条件であれば削除願いたい。

本プロジェクトの統括責任者においては、ＩＴＳＳレベル４以上に相当するスキ
ルを有していることは必須と考えます。相当スキルを有している事を説明でき
ることが必要です。

したがって、提案依頼書（案）のとおりとします。

提案依頼書（案） 8 6.2 要員に係る要件 ア

統括責任者として従事する者は、経済産業省の情報処
理技術者試験のプロジェクトマネージャー(PM)試験、又
はプロジェクトマネジメント協会(PMI)のプロジェクトマネ
ジメントプロフェッショナル(PMP)試験のいずれかの合
格者かつ経済産業省ITスキル基準(ITSS)に基づくプロ
ジェクトマネジメント－システム開発のスキル領域にお
いて、レベル４以上のスキルを有すること。

PMAJ（日本プロジェクトマネジメント協会）の資格制度である「プロジェクトマ
ネジメント・スペシャリスト」は、PMの根幹プロセスをすべて網羅し、これに加
えて日本の企業が持つユニークな競争力を支えるマネジメント要素を加味し
た資格体系となっており、左記と同等の資格を有すると考えます。
したがって、左記に加えて「PMAJの資格制度である、プロジェクトマネジメン
ト・スペシャリスト(PMS)」の追記をお願いいたします。

認定資格については、政府調達等において一般的に取り上げらる資格を対
象とします。

したがって、提案依頼書（案）のとおりとします。
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№ 資料名 頁 資料内記載内容 意見 回答資料内項番

高専学生情報統合システム（入試・教務業務機能）の設計・開発業務委託に係る｢提案依頼書(案)｣・｢基本設計書(案)｣・｢選定基準書(案)｣に対する意見への回答一覧

6 提案依頼書（案） 11 10 著作権の譲渡等 ア
請負者は、著作権法（昭和45年法律第48号）に規定す
るすべての権利（著作権法第27条及び第28条の権利を
含む。）を、機構に無償で譲渡するものとする。

著作権をすべて貴機構に譲渡する内容に関し、修正案をご検討ください。
< 意見／質問の理由 >
弊社や第三者のパッケージ等で従前より権利を保有しており、譲渡できない
ものを利用する場合があるため。
また、弊社が独自に開発を行ったもので、汎用的に利用可能なプログラムを
組み込んだ場合、貴機構以外に提供できなくなる為。
< 変更案 >
請負者は、著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定する全ての権利（著作
権法第２７条及び第２８条を含む）を、機構と共有に帰属するものとする。但
し、請負者又は第三者が従前から保有していた著作物の著作権及び汎用的
な利用が可能なプログラムの著作権は除くものとする。

ご意見を考慮し、提案依頼書（案）を修正します。

【修正文】
ア 請負者は、本業務成果物に係る著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条
の権利を含む。）を業務委託料完済時に機構に譲渡するものとする。但し、
請負者が明示した請負者又は第三者が従前より保有しているプログラムの
著作権、汎用的な利用が可能なプログラムの著作権及びフリーソフトの著作
権は対象外とする。但し、請負者は著作権法第47条の２に従い、本件プログ
ラムの複製物を自ら利用する為に、必要な範囲で複製及び翻案することがで
きることを保証することとする。

提案依頼書（案） 11 10 著作権の譲渡等 ア
請負者は、著作権法（昭和45年法律第48号）に規定す
るすべての権利（著作権法第27条及び第28条の権利を
含む。）を、機構に無償で譲渡するものとする。

「機構に無償で譲渡する」につきまして、「要件に応じたシステムを構築する
にあたって再利用した自製のフレームワークやモジュール等および第三者所
有のソフトウェアについては対象外とする」を追記願います。

ご意見を考慮し、提案依頼書（案）を修正します。

【修正文】
ア 請負者は、本業務成果物に係る著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条
の権利を含む。）を業務委託料完済時に機構に譲渡するものとする。但し、
請負者が明示した請負者又は第三者が従前より保有しているプログラムの
著作権、汎用的な利用が可能なプログラムの著作権及びフリーソフトの著作
権は対象外とする。但し、請負者は著作権法第47条の２に従い、本件プログ
ラムの複製物を自ら利用する為に、必要な範囲で複製及び翻案することがで
きることを保証することとする。

7 提案依頼書（案） 12 11 知的財産権等

イ

エ

機構及び機構から納品成果物の利用を許諾された者
が、納品成果物の利用に関連して第三者の知的財産
権等を侵害した旨の申立てを受けた場合、又は第三者
の知的財産権等を侵害するおそれがあると機構が判
断した場合、請負者は、自己の費用と責任においてこ
れを解決するものとする。

上記イの場合において、当該第三者からの申立てに
よって機構又は機構から納品成果物の利用を許諾され
た者が支払うべきとされた損害賠償額、その他当該第
三者からの請求、訴訟等によって機構に生じた一切の
損害及び申立ての対応に要した弁護士等の第三者に
支払った費用その他の解決に要した費用は、請負者が
負担するものとする。

第三者の権利侵害が発生した場合の内容に関し、修正案をご検討ください。
< 意見／質問の理由 >
弊社が一方的に不利な条件であるため貴機構に一定の協力を求め、また、
損害賠償の範囲についても限定したい為。
< 変更案 >
イ 機構及び機構から・・・知的財産権等を侵害するおそれがあると機構が判
断した場合、次の各号所定の要件をすべてみたす場合に限り、請負者は、自
己の費用と責任においてこれを解決するものとする。
(1) 機構が申し立て（クレーム等含み以下同じ）を受けた日から5日以内に乙
に対し申し立ての内容を通知すること。
(2) 当該侵害に関連する第三者との交渉、訴訟等に関する裁量権および紛
争解決の実質的権限を請負者に与えること。
(3) 機構が請負者に対し必要な援助を行い、全面的に協力すること。
(4) 申し立ての原因について請負者の責めに帰すべき事由があること。
エ ・・・機構に生じた一切の損害申し立ての対応に要した弁護士等の第三者
に支払った費用その他の解決に要した費用は、本契約に基づき機構が請負
者に支払った金額の範囲内で請負者が負担するものとする。」

ご意見を考慮し、提案依頼書（案）を修正します。

【修正文】
イ 機構及び機構より納品成果物の利用を許諾された者が、納品成果物の利
用に関連して第三者の知的財産権等を侵害したと申立てを受けた場合、又
は第三者の知的財産権等を侵害する恐れがあると機構が判断した場合、機
構は速やかにこれを請負者に通知し、請負者は、自己の費用と責任におい
てこれを解決するものとする。

エ 上記イの場合において、当該第三者からの申立てによって機構又は機構
から納品成果物の利用を許諾された者が支払うべきとされた損害賠償額、そ
の他当該第三者からの請求、訴訟等によって機構に生じた通常損害及びそ
の他の解決に要した費用は、委託料を限度として請負者が負担するものとす
る。

8
基本設計書（調達

仕様書）（案）
2

2.2
(5)

新統合システム導入の基本方針
システム導入・運用等にかかる機構
全体の経費低減

①
拡張機能は、核となる「教務管理」に対してシステムカ
スタマイズではなくプラグインで実施する。

拡張機能の内容、および、プラグインの定義が不明確です。
拡張機能の内容を明確にして頂くとともに、プラグインについては固定せず、
SOAに基づいたサービスなども採用してください。

基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。

【修正文】
①拡張機能は、追加時に既存機能に影響を与えないことを前提とし開発す
る。

9
基本設計書（調達

仕様書）（案）
3

2.2
(5)

新統合システム導入の基本方針
システム導入・運用等にかかる機構
全体の経費低減

②

④

カスタマイズを前提としない、汎用性の高いシステムを
構築する。

ベンダ固有の技術や製品仕様、開発環境に依存しない
オープンソースを軸とした製品又は自製ソフトウェアを
できるだけ導入し、コストを削減する。

指定された期間内に要件に応じたシステムを導入し、品質を担保するには、
パッケージ製品の適用（カスタマイズ）が必須と考えます。したがって左記仕
様については、削除をお勧め致します。

パッケージ製品の適用は考えておりません。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

10
基本設計書（調達

仕様書）（案）
3

2.2
(5)

新統合システム導入の基本方針
システム導入・運用等にかかる機構
全体の経費低減

④
オープンソース製品の導入にあたっては、新統合シス
テムの利用形態・規模・要件等を十分に勘案し、類似シ
ステムでの利用実績を確認して採用する。

利用実績を確認してソースレベルでのサポートが可能なものを採用する、に
修正することをご提案いたします。

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。

【修正文】
④ベンダー固有の技術や製品仕様、開発環境に依存しないオープンソース
を軸とした製品又は自製ソフトウェアをできる限り導入し、コストを削減する。
オープンソース製品の導入にあたっては、新統合システムの利用形態・規
模・要件等を十分に勘案し、類似システムでの導入実績のあるオープンソー
スの活用を前提とし、導入後のサポートが可能であることを確認して採用す
る。
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11
基本設計書（調達

仕様書）（案）
7

2.4
(1)

業務の概要
新統合システムの対象となる機能

新統合システムの構成及び機能（業務やサービス等）
は、将来発生するであろう業務内容の変更や機能の陳
腐化等を考慮し、「学生情報統合データベース」と各種
機能は、共通インターフェースを介して連携する拡張
性・柔軟性を重視した構成とする。

関連システム全てのデータを統合データベースに保持すると拡張性・柔軟性
を損なうため、以下に変更をお願いいたします。
「教務・入試システムに必要なデータは別途当該システム内に保持し、必要
なタイミングで共通インターフェースを介して統合データベースを更新する方
式とする。統合データベースに保持するデータの更新サイクルは、機構と協
議の上決定すること。」

中間DBに関しては、連携するシステムの機能を阻害しない時間内に中間DB
の更新が「学生情報統合データベース」に反映されること、およびデータベー
スに対する保守作業が二重にならないこと等で、実質的に中間DBの存在が
隠蔽されていれば、性能条件を満足するための一時的な利用を良しとしま
す。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

12
基本設計書（調達

仕様書）（案）
8 2.5 作業内容・納入成果物 表2

本プロジェクトにおける成果物とその提出時期は、受託
者と機構が協議の上、受託者の作成する開発計画書
等にて定める。

成果物につきましては、機構様と協議の上決定させて頂くと認識しておりま
す。成果物名称及び概要に記載されております具体的な記載は削除いただ
きたくようお願い致します。

ご認識のとおり、成果物は請負者と機構が協議し決定するものです。記載の
「納入成果物（例）の一覧」は、参考として想定する成果物を記載しています。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

基本設計書（調達
仕様書）（案）

8 2.5 作業内容・納入成果物 表2
本プロジェクトにおける成果物とその提出時期は、受託
者と機構が協議の上、受託者の作成する開発計画書
等にて定める。

納品成果物については（例）と記されているため、表2については成果物名称
のみの表現にとどめ、概要欄については「受託者と機構が協議の上決定し、
開発計画書にて定める」に変更を希望いたします。

ご認識のとおり、成果物は請負者と機構が協議し決定するものです。記載の
「納入成果物（例）の一覧」は、参考として想定する成果物を記載しています。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

13
基本設計書（調達

仕様書）（案）
9

3.1
(1)
1)

機能要件
入試管理・教務管理の共通要件
ユーザ管理

⑦
汎用メール送信の機能により、任意の利用者に対して
メール送信が可能であること。（学籍情報や教職員情
報を元に検索し、送信先を自由に設定できること。）

誰から誰に対してのメール送信であるか、どのようなメールを想定しているか
など、仕様の詳細化をお願いいたします。

詳細設計で確認願います。

14
基本設計書（調達

仕様書）（案）
11

3.1
(1)
7)

機能要件
入試管理・教務管理の共通要件
カリキュラム・履修の管理

記載なし（追記）

次の1項を追加してください。
①4学期制に対応できる拡張性を備えていること。
< 意見／質問の理由 >
一部の高等専門学校、大学などで導入が広がっています。この仕様で統合
化を進め、後で4学期制を導入すると、システムの大幅な改修が必要になる
可能性があります。当初から配慮してシステムを設計していると、データの変
更のみで対応できます。

ご意見を採用し、基本設計書（調達仕様書）（案）に以下を追加します。

【修正文】
⑥4学期制に対応できること。

15
基本設計書（調達

仕様書）（案）
20

3.1
(3)

3)

機能要件
教務管理の個別要件
< 業務分類：準備(基本マスタ) >
授業科目区分の登録・変更

記載なし（追記）

次の1項を追加してください。
①授業科目に適切なコードを付し分類することで、学修の段階や順序等を表
し、教育課程の体系性を明示できること（科目ナンバリングの導入）。
< 意見／質問の理由 >
各高専間でカリキュラム資産を生かしていくには、カリキュラムの管理が相互
に理解しやすい体系化がなされている必要があります。科目ナンバリングが
大学などでも急速に広がっています。これも後で導入すると大幅なシステム
の変更が必要になります。

ご意見を採用し、基本設計書（調達仕様書）（案）に以下を追加します。

【修正文】
②授業科目に適切なコードを付し分類することで、学修の段階や順序等を表
し、教育課程の体系性を明示できること（科目ナンバリングの導入）。

16
基本設計書（調達

仕様書）（案）
22

3.1
(3)

22)

機能要件
教務管理の個別要件
< 業務分類：準備(基本マスタ) >
学級の登録・変更

①
高専ごとに使用する学級情報の参照、登録および項目
の変更ができること。

「混合学級」への対応は不要でしょうか。

ご意見を採用し、基本設計書（調達仕様書）（案）に以下を追加します。

【修正文】
④混合学級の対応が可能であること。

17
基本設計書（調達

仕様書）（案）
45

3.2
(3)

画面要件
画面の構成について

記載なし（追記）
ユーザビリティを考慮し、学生・教員の利用については、PCサイトだけでなく
マルチデバイス（スマートフォン、タブレット端末）に対応しており、利用するデ
バイスによりレスポンシブWebデザインで構築されていること。

本調達仕様書（案）は、必要なユーザビリティを考慮した記載となっておりま
す。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。
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18
基本設計書（調達

仕様書）（案）
63

3.5
(1)

外部インターフェース要件
学生情報統合データベースとの連携

「図18新統合システムの位置づけ」に示す、学生情報
統合データベースと各種機能は、共通インターフェース
を介して連携する拡張性・柔軟性を重視した設計等を
行うこと。

関連システム全てのデータを統合データベースに保持すると拡張性・柔軟性
を損なうため、以下に変更をお願いいたします。
「教務・入試システムに必要なデータは別途当該システム内に保持し、必要
なタイミングで共通インターフェースを介して統合データベースを更新する方
式とする。統合データベースに保持するデータの更新サイクルは、機構と協
議の上決定すること。」

中間DBに関しては、連携するシステムの機能を阻害しない時間内に中間DB
の更新が「学生情報統合データベース」に反映されること、およびデータベー
スに対する保守作業が二重にならないこと等で、実質的に中間DBの存在が
隠蔽されていれば、性能条件を満足するための一時的な利用を良しとしま
す。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

19
基本設計書（調達

仕様書）（案）
64

3.5
(3)

外部インターフェース要件
共通インターフェースの基本仕様

機構本部が構築する「学生情報統合データベース」の
共通インターフェース基本仕様は、「別紙07_高専学生
情報統合システム_共通インターフェース定義書（第0
版）」を参照すること。本インターフェースの「第0版」は、
調達仕様書のために部分的に定義する基本仕様であ
り、学生情報統合データベースのサーバが稼働する
2015年9月30日までに「第1版」を公開する予定である。

共通インターフェース基本仕様の公開予定時期、公開内容に関し、修正案を
ご検討ください。
< 意見／質問の理由 >
公開時期が2015年9月と記載されていますが、提案金額を積算する上で、入
札公告時には共通インターフェース関わる情報のご開示が必要となる為。
< 変更案 >
機構本部が構築する「学生情報統合データベース」の共通インターフェース
基本仕様は、「別紙 07_高専学生情報統合システム_共通インターフェース定
義書（第0版）」を参照すること。本インターフェースの「第0版」は、調達仕様書
のために部分的に定義する基本仕様であり、教務事務システム、入試事務
システムの各機能からコールされる共通インターフェースのインターフェース
一覧、及び、基本仕様は本調達の入札公告時期までに開示する。

意見招請においては、暫定的に部分的に対応した第０版を公開していたが、
本公示では「第1版」として開発対象範囲に適応した版を公開します。

基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。

【修正文】
機構本部が構築する「学生情報統合データベース」の共通インターフェース
基本仕様は、「別紙07_高専学生情報統合システム_共通インターフェース定
義書（第1版）」を参照すること。

20
基本設計書（調達

仕様書）（案）
65

4.2
(2)

性能要件
レスポンス

新統合システムのレスポンスとして、操作（登録、検索、
指定画面、承認　等）完了時点から処理（登録完了、検
索結果の表示、指定画面への遷移、承認処理の完了
等）完了まで、最大3秒以内を目安とすること。但し、各
レスポンス時間はシステム設置環境内で計測した時間
とし、回線による遅延を含まないこととする。

機構様にご準備いただく、統合データベース、共通インターフェースおよびク
ラウド環境は、請負者が担保すべきレスポンスの対象外と認識しております。
したがって、以下に変更をお願いいたします。
「新統合システムのレスポンスとして、操作完了時点から処理完了まで、最大
3秒以内を目安とすること。ただし、このレスポンスは新統合システムを対象と
し、機構側が準備する統合データベース、共通インターフェーズ、クラウド環
境は対象外とする。」

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は基盤要件検討に対する情報提供に求められるものです。

【修正文】
新統合システムの平常時のレスポンスとして、操作（登録、検索、指定画面、
承認等）完了時点から処理（登録完了、検索結果の表示、指定画面への遷
移、承認処理の完了等）完了まで、最大３秒以内を目安とすること。但し、大
量データの検索やビーク時の操作等、平常時と異なる場合はその限りではな
い。パフォーマンス遅延要因が共通インターフェース、学生情報統合データ
ベース等の機構側開発範囲にあると判明した場合、請負者は機構に対し解
決のための助言・協力を実施すること。

基本設計書（調達
仕様書）（案）

65
4.2
(2)

性能要件
レスポンス

新統合システムのレスポンスとして、操作（登録、検索、
指定画面、承認　等）完了時点から処理（登録完了、検
索結果の表示、指定画面への遷移、承認処理の完了
等）完了まで、最大3秒以内を目安とすること。但し、各
レスポンス時間はシステム設置環境内で計測した時間
とし、回線による遅延を含まないこととする。

レスポンスに関わる性能要件に関し、修正案をご検討ください。
< 意見／質問の理由 >
調達業者の責任範囲の明確化の為。
< 変更案 >
新統合システムのレスポンスとして、操作（登録、検索、指定画面、承認等）
完了時点から処理（登録完了、検索結果の表示、指定画面への遷移、承認
処理の完了等）完了まで、最大３秒以内を目安とすること。但し、各レスポン
ス時間はシステム設置環境内で計測した時間とし、回線、及び、共通イン
ターフェース、学生情報統合データベースのパフォーマンスによる遅延を含ま
ないこととする。

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は基盤要件検討に対する情報提供に求められるものです。

【修正文】
新統合システムの平常時のレスポンスとして、操作（登録、検索、指定画面、
承認等）完了時点から処理（登録完了、検索結果の表示、指定画面への遷
移、承認処理の完了等）完了まで、最大３秒以内を目安とすること。但し、大
量データの検索やビーク時の操作等、平常時と異なる場合はその限りではな
い。パフォーマンス遅延要因が共通インターフェース、学生情報統合データ
ベース等の機構側開発範囲にあると判明した場合、請負者は機構に対し解
決のための助言・協力を実施すること。

基本設計書（調達
仕様書）（案）

65
4.2
(2)

性能要件
レスポンス

新統合システムのレスポンスとして、操作（登録、検索、
指定画面、承認　等）完了時点から処理（登録完了、検
索結果の表示、指定画面への遷移、承認処理の完了
等）完了まで、最大3秒以内を目安とすること。但し、各
レスポンス時間はシステム設置環境内で計測した時間
とし、回線による遅延を含まないこととする。

統合データベース、共通インターフェースを機構様が構築することを前提とし
た場合、教務管理システム、入試管理システムのレスポンス・稼働率・可用性
は、統合データベースおよび共通インターフェースの性能や構造あるいは機
構様の体制に依存することとなり、請負者のみで要件を履行することは難し
いと考えますがいかがでしょうか？

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は基盤要件検討に対する情報提供に求められるものです。

【修正文】
新統合システムの平常時のレスポンスとして、操作（登録、検索、指定画面、
承認等）完了時点から処理（登録完了、検索結果の表示、指定画面への遷
移、承認処理の完了等）完了まで、最大３秒以内を目安とすること。但し、大
量データの検索やビーク時の操作等、平常時と異なる場合はその限りではな
い。パフォーマンス遅延要因が共通インターフェース、学生情報統合データ
ベース等の機構側開発範囲にあると判明した場合、請負者は機構に対し解
決のための助言・協力を実施すること。

5／7



№ 資料名 頁 資料内記載内容 意見 回答資料内項番

高専学生情報統合システム（入試・教務業務機能）の設計・開発業務委託に係る｢提案依頼書(案)｣・｢基本設計書(案)｣・｢選定基準書(案)｣に対する意見への回答一覧

21
基本設計書（調達

仕様書）（案）
66

5.1
(1)

信頼性要件
前提条件

③
データの蓄積によるデータ量の増大や、同時複数の業
務機能実行等に伴って、著しい処理性能の低下を招か
ないこと。

統合データベース、共通インターフェースを機構様が構築することを前提とし
た場合、教務管理システム、入試管理システムのレスポンス・稼働率・可用性
は、統合データベースおよび共通インターフェースの性能や構造あるいは機
構様の体制に依存することとなり、請負者のみで要件を履行することは難し
いと考えますがいかがでしょうか？

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は基盤要件検討に対する情報提供に求められるものです。

【修正文】
③データの蓄積によるデータ量の増大や、同時複数の業務機能実行等に
伴って、著しい処理性能の低下を招かないこと。開発期間内において性能低
下の要因が機構側構築範囲にあると判明した場合、請負者は機構に対し解
決のための助言・協力を実施すること。

22
基本設計書（調達

仕様書）（案）
66

5.1
(2)

信頼性要件
稼働率

システムの稼働率は、99.5％以上とすること。

統合データベース、共通インターフェースを機構様が構築することを前提とし
た場合、教務管理システム、入試管理システムのレスポンス・稼働率・可用性
は、統合データベースおよび共通インターフェースの性能や構造あるいは機
構様の体制に依存することとなり、請負者のみで要件を履行することは難し
いと考えますがいかがでしょうか？

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は基盤要件検討に対する情報提供に求められるものです。

【修正文】
請負者は本システムの稼動率が99.5%となるよう、機構の整備する環境に対
し適切な助言を行うこと。

23
基本設計書（調達

仕様書）（案）
66

5.1
(3)

信頼性要件
可用性

①
障害によって、システムが使用不能となる事態が発生
した場合、障害発生時点から概ね24時間以内に復旧で
きることを目安とすること。

統合データベース、共通インターフェースを機構様が構築することを前提とし
た場合、教務管理システム、入試管理システムのレスポンス・稼働率・可用性
は、統合データベースおよび共通インターフェースの性能や構造あるいは機
構様の体制に依存することとなり、請負者のみで要件を履行することは難し
いと考えますがいかがでしょうか？

ご意見を考慮し、基本設計書（調達仕様書）（案）を修正します。
また、本要件は運用時に求められるものです。

【修正文】
システムが使用不能となる事態が発生した場合、障害発生時点から概ね24
時間以内に復旧できることを目安とすることとし、運用受託事業者が対処を
検討し、必要に応じ機構に対する要請をおこなうこと。

24
基本設計書（調達

仕様書）（案）
66 5.2 拡張性要件

ソフトウェアは可能な限り特定の製品・メーカに依存し
ない汎用的な製品を採用することとし、将来に渡り、新
統合システムに対応できる技術者が市場で平易に確保
できるようにすること。

指定された期間内に要件に応じたシステムを導入し、品質を担保するには、
パッケージ製品の適用（カスタマイズ）が必須と考えます。したがって左記仕
様については、削除をお勧め致します。

パッケージ製品の適用は考えておりません。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

25
基本設計書（調達

仕様書）（案）
67

5.4
(1)

システム中立性要件
ソフトウェアの中立性

特定の製品や技術に依存することなく、標準的な技術
で信頼性の高いソフトウェアを選定すること。
将来にわたって予想される仕様変更、システム更改、
増設、システム移行時に、特定の事業者の製品、技術
に依存することがないようなシステム設計・開発を行う
こと。

指定された期間内に要件に応じたシステムを導入するには、品質を担保する
には、パッケージ製品の適用（カスタマイズ）が必須と考えます。したがって左
記仕様については、削除をお願いします。

パッケージ製品の適用は考えておりません。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

26
基本設計書（調達

仕様書）（案）
69 7.2 ソフトウェア構成 ⑥

業務アプリケーションは、Web アプリケーションとするこ
とを原則とするが、利便性・セキュリティ等を十分考慮
すること。

利便性・セキュリティの観点から、Web アプリケーションに限定すべきでは無
い、と考えます。

Webアプリケーションに限定はしていませんが、「Web アプリケーションとする
ことを原則」としています。提案書への記載・プレゼンなどで、「Webアプリケー
ション以外の活用」の優位性をご提案ください。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

27
基本設計書（調達

仕様書）（案）
70 8.4 テスト環境

受注者は、高専機構本部がシステム環境として契約し
ているクラウド環境(Microsoft Azure)を利用し、テストを
実施すること。

本案件とは別に全国高専からSINET5へ接続する予定と認識しております。
SINET5網内で完結するデータセンターやクラウドサービスを利用することも
可能ですので、取り扱うデータの機密性から、Microsoft Azureのようなパブ
リックなクラウドサービスではなく、閉域でのクラウドサービスをご利用される
ことをお勧めいたします。

稼働環境としてのMicrosoft Azureの利用は、決定済です。単体テストまで
は、本番と異なる環境での実施は良しとするが、プロトを用いた機能概要説
明及び総合テスト以降については、本番と同一環境での実施をお願いしま
す。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

基本設計書（調達
仕様書）（案）

70 8.4 テスト環境
受注者は、高専機構本部がシステム環境として契約し
ているクラウド環境(Microsoft Azure)を利用し、テストを
実施すること。

構築するシステムの開発およびテスト環境は、開発生産性や利便性の観点
から自社内の開発環境とさせていただけないでしょうか？（受入テスト以降
は、機構様ご提供の環境を利用することを想定）

また、左記パブリッククラウドを採用された場合
・開発・テスト期間中を含めた稼働期間中の従量課金分のご負担
・情報セキュリティ保護
・５万人規模の学生データを取り扱うシステムをWindowsサーバ上で稼働させ
る信頼性について、どのようにお考えでしょうか？

単体テストまでは、本番と異なる環境での実施は良しとするが、プロトを用い
た機能概要説明及び総合テスト以降については、本番と同一環境での実施
をお願いします。

「Microsoft Azure」利用における諸事項は、機構で検討します。
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№ 資料名 頁 資料内記載内容 意見 回答資料内項番
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28
基本設計書（調達

仕様書）（案）
70 8.5 テスト方法及びテストの実施 －

各テスト工程は、貴機構にて構築される共通インターフェース：ＫＯＲＥＤＡを
介しての機能確認、及び、貴機構側で移行したデータをもとにしたテストとな
ります。よって、不具合が発生した際、貴機構にても原因切り分け、及び、共
通インターフェースに不具合があった場合の修正を実施していただく必要が
あります。各テスト工程には貴機構担当者様をアサインしていただけるという
認識でよろしいでしょうか？その場合、各テストフェーズにおける貴機構の体
制をご提示ください。
< 意見／質問の理由 >
調達業者の作業範囲の明確化の為。

請負者からの機構側データベース開発責任者への連絡に基づき、適切に対
処します。

注）「KOREDA」は、機構の考える各種の統合データベ－スを包括した名称で
す。

29
基本設計書（調達

仕様書）（案）
73 10.2 開発方法 ②

システムの開発環境は、高専機構本部がシステム環境
として契約しているクラウド環境(Microsoft Azure)を利
用すること。

本案件とは別に全国高専からSINET5へ接続する予定と認識しております。
SINET5網内で完結するデータセンターやクラウドサービスを利用することも
可能ですので、取り扱うデータの機密性から、Microsoft Azureのようなパブ
リックなクラウドサービスではなく、閉域でのクラウドサービスをご利用される
ことをお勧めいたします。

稼働環境としてのMicrosoft Azureの利用は、決定済です。単体テストまで
は、本番と異なる環境での実施は良しとするが、プロトを用いた機能概要説
明及び総合テスト以降については、本番と同一環境での実施をお願いしま
す。

したがって、基本設計書（調達仕様書）（案）のとおりとします。

30 選定基準書（案） 3 4
価格点の評価方法
技術点の配点

価格点 ＝ （１ － （入札価格／予定価格））× 300点

この計算式は、全体の得点構成において、以下のような現象がおき入札価
格に関して、選定基準書（案）では技術点と価格点の配点割合は２：１の600
点と300点となっていますが、価格点がそれ相応の評価点にならないと感じら
れます。
そのため、入札価格の差が相応の評価点となるように調整若しくは以下の参
考案の計算式が望ましいかと存じます。
< 参考 >
1.上記計算式ですと0円入札でないと300点満点にはなりません。
　 （１－（0/100））×300点＝300点
2.予定価格の90％で入札した場合と80％で入札した場合とでは
　得点の差はわずか30点しかありません。
　 （１－（80/100））×300点＝60点
　 （１－（90/100））×300点＝30点
< 参考案 >
予定価格以下の業者数＝n
入札価格順位＝価格の最も低い方を1とした順位
価格点＝(300÷n)×((n＋1)－入札価格順位)

価格点の評価方法として、政府調達の基準に合わせた設定としています。

したがって、選定基準書（案）のとおりとします。
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